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研究ノート
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はじめに
スイス，サンクトガレン大学教授であり，同中小企業研究所長であるとともに，スイス
国際中小企業学会D の会長でもあるプライトナー2)は， 1989年5月の1カ月を，関西大学
1)スイス国際中小企業学会一-"Rencontresde St. Gall" ("サンクトガレンの集い")
一主催校，スイス・サンクトガレン大学中小企業研究所(SwissResearch Institute 
of Small Business St. Gall Graduate School of Economics, Law, Business 
and Public Administration)。偶数年9月最終の 1週間，スイスの最勝地で開催。
「われわれの中小企業の存続• 発展をめざして，国際的に蘊蓄を傾け合う一情報の
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社会学部に招聘教授として滞在された。
プライトナーは，この間，関西大学においては，まず社会学部主催による学術講演をは
じめ，経済学部においては安喜博彦教授と筆者のゼミ共催による特別レクチャーを，そし
て，経済・政治研究所の情報産業研究班の外部招聘者による公開研究会においてもまた特
別研究報告を親しく披漉された。
かねてよりプライトナーは中小企業問題に関して，自国スイスのみならず，国際的視野
に立ち精力的に研鑽を積み重ねてこられ，その経歴が示すように名実共に，現在，中小企
業問題研究者として重要な地位を占めるにいたっている3)。彼は帰国後，上記の学術講演
や研究報告などを一層充実させ，学術論文としてまとめあげているので，本小稿では，そ
れらをつうじてプライトナーの最近の中小企業問題論を学ぶことにする。
ところで，本小稿は， 1988年度関西大学学部共同研究（「国際環境の変化と経済・社会
．構造の対応の諸形態J)の一環であるということを申し添えておく次第である。 ． 
なお，プライトナーの今回の来日は，名古屋で開催された第14回国際中小企業会議(14-
th International Small Business Congress, 1987年10月18日~21日）の分科会に座長
などの重要な役割を果たされ，会議後は，スイスと日本の中小企業の比較研究のため実態・
交換・啓発・整合等」ということはもとより， それにもまして， 「コリーグの永遠の
友情を確かめ合う」“集い鰭 (Rencontres)であるという目標に重きをおいている。
1948年に本学会を創設されたグークーゾン博士(Prof.Dr. Alfred Gutersohn, Past 
Director)をはじめ，その愛弟子であるプライトナー所長一現学会長，およびハバサ
ート女史 (MargritHabersaat)を運営副委員長とするスクッフの温情こもる気配り
には，いつもながら，頭の下がる思いである。一一拙稿「短信第20回スイス国際中小
企業学会に参加して」，大阪経済大学中小企業・経営研究所「中小企業季報j1986, 
No. _4, 1987年2月， 28~29ペー ジ。
2) プライトナー教授一~ハンズ J. プライトナーーースイス サンクトガレン大学・大学
院教授， Prof.Dr. Hans J. Pleitner. St. Gall Graduate・School of Economics, 
Law, Business and Public Administration, Director, Swiss Research lnstitute 
of Small Business at the St. Gall Graduate School. 
3)プラ・イトナーは，たとえば日本とスイスと比較研究・分析してみる時，彼我の異同性
は認めうるとしても，国民経済における中小企業の果たす役割・ 貢献度はますます重
要になってきており，したがってまた，これら中小企業を対象としたところの研究・
分析ー一それも国際的視野に立った一ーもまた今後一層重要になってくるであろうと
いうことを強調指摘している。
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調査などを精力的に行われた，約1週間ほどの短期滞在に続く第2回目である。
1. スイス国民経済における中小企業の地位・役割および対策課題
—日本および欧米との比較関連において一ー(1)
,7'ライトナーはかねてより，スイス国民経済における中小企業の地位・役割および対策
課題などについて， これを欧米諸国との比較関連において研究・分析してきているが
（〔1〕），関西大学への来学を機会に，新しく， 日本の場合との比較研究をしている。そ
の成果の一つが，社会学部主催による「平成元年度社会学部学術講演会 「スイスにお
ける中小企業の現状と課題』」 (1989年5月15日）4)であり，その論文化されたものが，
"Small Business切 Switzerla叫"(〔2))である5)。講演記録の成文化をはじめ，本論
の完熟化に当たっては，プライトナー自身も感謝の辞を表明しているように，上田達三社
会学部教授の献身的努力があったことを附記しておきたい。
これらの成果は，スイスにおける中小企業そのものの実態把握ということはもとより，
プライトナーの当該問題に関する研究・分析の展開を理解するための基本的な手掛かりを
4)この時の講演記録テープを，プライトナーの受け入れとお世話をされた上田達三教授
のご好意により筆者はいただいた。上田達三教授をはじめ社会学部教授会および関係
者各位に対し，この場を借り，改めて感謝の意を表す次第である。なお，通訳者は沢
田朋子・ラプキン女史であった。
5)本論についてのアプストラクトが上田達三教授によって「抄録」として同時に掲載さ
れているので，参考まで挙げておこう。
抄録
スイスにおける総企業数の99彩，総雇用数の70彩以上を占める中小企業は，スイス
の経済，社会を支えるバックボーンであり，地域毎に独自性をもちながら，国民経済
の安定発展，地城格差の均衡を図る上で重要な役割を果たしている。中小企業による
財・サービスの生産がスイス経済に大きく貢献しているが，とくに第3次産業におい
てその重要性が増大してきており，人間的で高い柔軟性をもつスイスの中小企業は，
個々人のニーズに適合した生産活動を行っている。一般的に中小企業を取り巻く環境
・はよいといえるが，しかし一方では行政府に対する事務的な仕事の負担が増えつつあ
り，また熟練エが不足をきたしているなどの問題点を抱えている。中小企業の経営
者， リーダー達は，独立性志向が極めて高いものの，長期的展望に立った戦略展開の
視点について＇は弱い面がみられる。
キーワード：スイス，中小企業，中小企業政策，企業の新規参入と消滅，行政府に対
する事務的仕事負担，職業訓練，下請，独立志向 ((2〕177ペー ジ）。
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与えてくれている。
そこで，以下において，これらに依拠して若干見ておくことにする。
(1) スイスの経済現勢
プライトナーは論を展開するにあたり，まずスイスという国家そのものの紹介から始め
ているが，重要な事項に関しては， 日本との比較を的確に表示している（表1-1)。
表 1-1 スイスと日本との経済現勢比較
I 単 位 1年度 I スイス I l: 本
人 口
6,533年(8度5) 総 数 1,000人 1986 121,440 
数前加1キ率10'¥ ロ平間米の当たりの住民 ・人 1986 158 326 
年平均人口増 ％ 1986 0.2 0.7 
生活水準指標
個人消費支出＊ USドル 1986 12,326** 
7. ,2132 1年(8度3) 
1,000人当たりの乗用車 数 1985 402 
’ 電話 II 1985 1,334 535(83) , ・テレビジョン ” 1985 337 250(80) II 医者 人 1985 1. 4(84) 1. 3(82) 
に1,対00す0人る死当亡た率り幼児出生 形 1985 6.9 5. 9(84) 
経 済 成 長 率 • 前年比形 1988 3. 0 5.7 
消費者物価（インフレ率） 前年比 II 1988 +1.9 +0.7 
失 業 率 彩 1988 0.7 2.5 
国 内 総 生 産 円 1987 3,000,000 2,300,000 
(1スイスフラン=80円） スイスフラン 1987 38,000 29,000 
（アメリカ， 1987年度=2,200,000円）
外国貿易
輸 出 額＊ U S100万ドル 1986 37,248 210,804 
対国内総生産比 ％ 1986 27.6 10.8 
前5年間年平均増加率 . , 1986 6.7 6.8 
輸 入 額＊＊ USlOO万ドル 1986 40,860 127,668 
対国内総生産比 形 1986 30.2 6.5 
前5年間年平均増加率 ” 1986 6.0 -2.2 
注） ＊購買力平価。 ＊＊時価および為替相場。
出所） 〔2〕179ペー ジ。
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さて，スイス経済の特質は，プライトナーの指摘によるまでもなく一般的に周知されて
いるところであるが，彼は，ことに日本との比較研究において，両国とも国土の狭薩・自
然的限界などから，たとえば水力発電以外は天然資源に恵まれていないため，高度の加工
技術に依存するところの工業化（時計産業に代表される精密工業）・化学薬品工業（第2次
産業）およびそれらの輸出奨励が国家政策によってなされて、きている，すなわち，スイス
においては， 今や酪農によって代表されている第1次産業はわずか5形程度であり， ま
た，自然の景観を活かしたところの観光・サービス産業（第3次産業）の占める地位・役・
割がますます国際的にも高められてきている，加えて，第3次産業においては，伝統的に
国家の保護奨励を受けてきたところの金融・保険などの産業も発展してきていることなど
を主要な特徴として挙げている。
(2) スイスにおける中小企業の重要性と諸特徴
このようなスイスの経済的現勢のなかで中小企業の存在はいかなるものであるかという
ことについて，プライトナーは主要な政府・官庁統計数値を図表，あるいは図表化するこ
とによって簡潔に分析して説明を加えている。
まず， 1 スイスにおける大企業と中小企業の構成比が挙げられている（表 1ー (2)・1)。
これによれば，スイスも日本と同様に中小企業の占める比率が圧倒的に高いということが
うかがわれる。
なおここに注目しておくべきことは，従業者規模別に中小企業を規定する場合，日本に
おいてはいまだその上限が300人末満（中=100~299人）であるのに対して， スイスでは
他の欧米諸国と同様に500人未満（中=50~499人）で，その下位は50人と，必らずしも区
表1-(2)・1スイスにおける従業者規模別企業の構成比 (1965~1985)
従業者規模 1965 1975 
小(1~49人） 97.0彩 97.3% 
中(50~499人） 2.8 2.5 
大(500人以上） 0.2 0.2 
A ロ 計 100.0 100.0 I 
全企業数 211,411 212,979 I 
資料： Official Census of Enterpris蕊政府公認企業統計調査。
出所） (2〕181ページの Tab.1・1。
1985 
97.1% 
2.7 
0.2 
100.0 
244,947 
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分が日本の場合ほど緻密でないとしても，その規模の上限の方は大きいということであ
る6)。
.2 従業者数の伸びについては，過去20年間，中小企業の場合， 1975年度は一旦減少し
ているものの，絶対数では大企業，中小企業とも増加している。これを規模別構成比で見
ると，中小企業の側が減少傾向にあるのに対して大企業の側は伸長していることがうかが
われる（表 1ー (2)・2)。このことについてプライトナーは，西側諸国に見られる一般的趨
勢であると指摘しているd続いて， 3 スイスと日本の中小企業の企業数および従業者教
表1-(2)・2 スイスの企業および従業者数
従業者規模 1965 1975. 1985 . I 1975~1985 
小(1~49人）． 1,001,835 (45.4) 98(486,9. 91 1) 1,20(843,7.423 ) +21(93, 7.572 )・
中(50~499人） 73(93,2.450 ) 671,484 80(328,0.37) 1 +131.547 (31. 3) (20.2) 
大(500人以上） 465,611 48(42,8.46) 1 78(268,2.412 ) +30(41_6,4. 20) 1 
＇ 
(21.1) 
従業者総数 2,206,686 2. 145. 316 I 2,798,0106, ) +652, 700 (100. 0) (100.0) (100. (100.0) 
全企業数 l211,411 212,979 244,947、 +31,968 
1企業当たり従業者数 I 10.4 10.1 1. 4 +1.4 
資料：表1一(2)・1に同じ。
出所） 〔2〕181ページの Tab.1・2。
6) 1965年度と1975年度の比較においては，以下の表のように 1~49, 50;..,19, そして
200人以上となっている。
付表 1965年度と1975年度の従業者規模別企業構成比
1965 1975 
従業者規模
企業形 従業者％ 企業彩 従業者彩
・1~ 49人 97.1 49.5 97.4 54.5 
50~199人 2.4 23.0 2.2 23.0 
200人以上 0.5 27.5 0.4 22.5 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 
絶対総数 248,011 2,368,264 288,474 2,537,735 
資料： Official Swiss Census. 
出所）〔1〕163ページの Table6.3。
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に関して比較検討しているが，これらを産業部門別に見ると，日本では第2次産業つまり
生産部門の方が多く，スイスでは第3次産業ことにサービス部門の方が，より大規模の企
業側において多くなっていることなどを特徴として指摘している（表 1ー (2)・3,(2)・4)。
そこで，次に，プライトナーは，このようなスイスにおける産業構造の変化を，ことに，
いわゆるーサビス経済化との関連において特徴づけている。すなわち，産業部門別従業者
数の推移について見ると，まず， 1 第1次世界大戦までは第1次産業部門（農業）が最
も強く，それ以降1972年頃までは第2次部門（製造業）が，そして，それ以降，第3次産
業部門（サービスセクター）の著しい伸長が見られる（現在，サービス七ククー=55鍬
農業=5彩，第2次部門=40彩）。 2 しかも最近の30年間におけるサービス部門の伸び
は全く著しいということである。 3 過去20年間，製造業における雇用の減少傾向，そし
表1-(2)・3 日本とスイスの産業別中小企業の構成比
スイスI (19品歪度）
--堡竺竺1300人以下
(1985年度）
200人以下 1 soo人以下
製造業 99.5彩
建設業
,._, 彩 I~-'彩
99.9 9. 9 I 99. 5 
50人以下
サービス業 98.3 I 99. 1 99.9 
蜘：日本一通産省・中小企業庁(1988年度）。
スイスーSwissCensus of Enterprises, スイス企業統計調査。
出所） 〔2〕181ページの Tab.1・3。
表1-(2)・4 日本とスイスの産業別中小企業の従業者構成比
I (19贔峯度）
--迭竺竺1aoo人以下
製造業 74.4彩
スイス
(1985年度）
建設業
200人以下 1 soo人以下
53.2彩 I. , 彩
95.8 96:o I s6.o 
50人以下
サービス業 67.1 1 65.s 73.5 
資料：表 1ー (2)・3に同じ。
出所） 〔2〕182ページの Tab.1・4。
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図1-1 スイスにおける産業部門別
(100万人）
2.8 
2.4 
2.0 
従業者数の推移 (1905~1985)
??．．??
2.0 
1.6 
1.2 
0.8 
0.4 
伽
’ 
、!'.5羹"--t□>•<'t二~::
/ 
ぐ二I・ニ塁贔腐l'.1
第 1 次・ー••
並業部門
1929 19:l9 1955 1!)65 1975 
0.8 
0.4 
゜1985年出所） 〔2)182ページの Figure1。
て，第4番目の現象として， 最近の10年間 (1975-:-1985年）， 中小企業の雇用創出面で果
たしてきた役割の重大性が強調指摘されている（大企業側の30万人プラスに対して中小企
業側は35万人プラスである）。（〔2〕182~183ペー ジ）
このような現象・数値などは，スイスにおける中小企業の“健在”を示していることに
外ならないということ，また，スイスにおいては企業の開業数・率の方が倒産数・率より
も高いが（表1-2), それは， 自由な市場経済7)をめざすところの公共・政府の援助施
表1-2 スイスにおける企業の開業と倒産
年度 I企業数 I 開業数 I% I 倒産数 |彩| 剰余数 j% 
1975 212,979 12,771 6.0 9,069 4.3 +3. 702 1. 7 
1980 213,130 15,393 7.2 9,914 4.6 +5,479 2.6 
1985 244,947 18,028 7.4 10,764 4.4 +7,264 3.0 
1988 271,212 21,825 8.0 11,073 4.1 +10. 752 4.0 
資料： Statistical Abstract for Switzerland, Register of Commerce (own 
evaluation)=スイス統計調査より抜粋，通商登録数。
出所） 〔2〕183ベージの Tab.2。
7)ここにいわゆる“自由経済市場”とは，プライトナーの恩師であり，スイス国際中小
企業学会の創設者であるA.グーターゾーン名誉教授が精力的に論じられてきており
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策によるものであるということが強調指摘されている（〔2〕183ページ）。われわれとして
もやはり注目しておくべきであろう。
次に，プライトナーは，このように新たな企業の開業が倒産を上回っているという趨勢の
なかで，既存の企業ことに中小企業の特徴など―もとより業種によっても異なるが一一
がいかなるものであるかということについて，彼の研究所の最近の調査などをっうじて簡
潔に論じている。たとえば，戦時中における操業の一時中断ということなどは別として
も，伝統的な中小企業のスタイルや企業規模なども構造的に変化してきており（表1-
3), しかもそれは大企業に比べて著しいということが挙げられている。 ことに，中小企
業は人的側面・人間関係に依存するところが多く，したがって，人件費なども高くつくと
いうことも問題指摘されている ((2〕184ペー ジ），（表1-4)。
なお，ここに挙げられている業種について見ると，日本における中小企業のそれとはや
や異なり，いわゆる商店街に見られる生活関連の中小製造兼販売商店といった感がするが，
それは，欧米ことにヨーロッパにおける中小企業問題といった場合の一般的かつ主たる対
象となっているものばかりである。注目すべき点として指摘しておこう。
表1-3 1企業当たりの平均従業者数
~, 1975 
全企業（非農業） 10.1人
全中,], (従業者、数
鑓 500人以下） • 7.8 
建設業 13.6
建設・建具業者 5.0 
パン製造販売業者 5.6 
精肉業者 5.6 
食料品雑貨商店 3.9 
家具小売商店 5.2 
1985 
11.4人
8.2 
22.5 
6.7 
6.6 
4.8 
3.0 
8.2 
資料： Group of the "Rencontres de St-Gall," Vienna 
1988, p. 52. ースイス国際中小企業学会調べ。
出所） 〔2〕184ページの Tab.3。
（〔3〕,〔4J), その実現可能性については当学会においていつもながらホットで活
発なディスカッションの対象になっているところであるが，プライトナー自身は，後
に見ていくように，現実の経済社会は不完全競争社会であるため，この理想的・ユー
トピアとも言うべき自由市場経済社会構築のためにも積極的にして適切な政府・行政
側の手厚い抜本施策が必要であると主張している。
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表 1~4 人件費および原材料費
|産人出高件費に占彩める 1産原出材高料に費占め彩る
建 設 業 4. 7 31. 9 
建 設・建 具 業 者 33.2 39.3 
パンおよび菓子製造販売業者 20.9 52.9 
精 肉 業 者 12.5 67.8 
食料品雑貨商店 8.0 79.2 
家 具 小売商店 17.8 60.1 
薬局・化粧品商店 12.2 65.7 
資料：表1-3に同じ。
出所） 〔2〕184ページの Tab.4。
以上のように，中小企業の現況なり特徴などを構造分析した後，プライトナーは中小企
業を取り巻く現下の環境について論を進めている。
(3) スイスにおける中小企業を取り巻く環境
まず中小企業に関する政府の施策などについてであるが，スイスにおいては明文化され
た中小企業施策といったものは必ずしも存在しないとしても，他のヨーロッパ諸国におい
て見られているように，中小企業の発展を意図するところの積極的な支援施策が伝統的に
採られてきていることが，商工会議所をはじめ関係機関の存在などを挙げて強調されてい
る8)。 しかしながら，，スイス政府の基本的態度は西ドイツの場合と類似しており，中小企
業向けの特別施策を持っておらず，：中小企業家自らの“自助努力~(help for "self-help") 
によって経営されうるような良好な環境作り（〔2〕185ペー、ジ）に重点が置かれていると
いうことである。
プライトナーはヨーロッパ各国の中小企業関連施策を比較して詳しく研究しており，本
論においても，たとえば西ドイツやオーストリアの手工業に関する商工会議所や協同組合
などを紹介している。
8)周知のように，ヨーロッパにおける手工業者は，いわゆる企業経営組織形態の最初の
ものとして中世以降，歴史的・伝統的にその社会的地位は重視されてきている。した
がって，現在においても，中小企業問題・政策と＇いった場合の主要な対象とされてお
り，ことに近代的な中小企業などとも明確な区別がなされなかったりして，混乱が生
じている場合も少なくない。
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これら関連機関の主要スタッフたちは，またスイス国際中小企業学会の主要メンバーで
もある。
さて，このようなスイスにおける中小企業政策は，つまり，自由市場経済を標榜したと
ころの公正競争を維持するための環境整備，雇用・労働，職業訓練，金融・租税面での優
遇措置などの奨励・育成施策であり，これらの施策はまた，自然的・社会的環境の特徴な
どをも反映して，地方・地域の行政レベルにおいても異なっている。
なおこのこととの関連で，プライトナーは，「したがって， もし日本の企業がスイスへ
の進出を意図する場合，まず進出先の地方・地域の行政的特徴を前もってよく調査し，理
解した上で行政当局と交渉する方が良いであろう」（〔2)186ページ）ということもリコメ
ンドしている。日本企業の海外進出が一層積極化してきており，ことに中小企業にとって
まさにそれはサバイバルのための有効戦略・手段であると、さえみなされるにいたってきて
いる今日，“ローカルコンテンツ”（現地調達）を含めた摩擦問題などについても，プライ
トナーがアドバイスの意味をこめて論じているということ，また，彼が日本企業ことに日
本中小企業のスイスヘの誘致・進出ということに関しても，かねてより積極的態度を見せ
てきたことの表われとして，まことに興味深いと言えよう。
次に，プライトナーは，スイスの中小企業政策は，．先述のように連邦政府よりも地方行
政当｀局が担っている役割が大きく，しかもそれが増大してきているが，このことは一方で
それを受ける側としての中小企業の負担増大をもたらす結果ともなり，彼らの行政当局に
対する不満も生じてきているということをば問題指摘している。すなわち，援助施策を受
ける中小企業側が援助に当たっての諸規則・制約，申請のための書類の作成・提出，援助
後の報告義務などにともなう繁雑な用務等々＝時間・コストの増大などと，いわば支払う
べき犠牲もまた大きいということである（〔2〕186~187ペー ジ）。
当問題に関するプライトナーの研究所が最近行った調査結果は以下のようなものである
（表1-5, 1-6)。
このように中小企業に課せられた負担は，ことに小・零細規模層では専門スタッフを有
しておらず，オーナー自身がこの面での労務にも就かねばならないので，その労働用務が
いかにシビアであるかということがまず問題指摘されている。
しかしながら， プライトナー は， 「中小企業にとってはまさに繁雑な問題であるとして
も，連邦・地方行政当局としては，中小企業の立場を理解した上でスイス経済を良好なも
のへと導いていくという究極目標のために，中小企業に課しているところの代償なのであ
る」（〔2〕188ページ）と述べている。
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表1-5 行政的課業に費消された年間時間数
労 働 力
企業規模（従業者数） I 1~19 I 20~49 -S0~99 I 全体
費消された年間時間数 I 145 I 300 576 I 369 
蜘：• Hunkeler U.: "Zur Belastung der Klein-und Mittelbetriebe durch 
staatliche Regelungen. Untersuchung der. administrativen Auflagen 
in der Schweiz", doctoral thesis HSG, Bamberg 1985, 26lp. 
出所〔2〕187ページの Tab.6・1。
表1-6 行政的課業に費消された年間コスト総計
内部費用 外部費｀用 総費用
法的特徴 ．時間
ス（時イ間ス数フXラ50ン) スイスフラン スイスフラン
労働および社会的用務 137 6,850.00 2,250.00 9,100.00 
租税および諸義務 154 7,700.00 2,200.00 9,900.00 
統 計 表 23 1,150.00 50 .00 1,200.00 
企業一個別業務． 55 2,750.00・ 450.00 3,200.00 
A ロ 計 I 3691 18,450.00 4,950.00 I 23,400.00 
資料：表1-5に同じ。
出所） 〔2〕187ページの匹ab.6・2。
一方，上記の調査結果は，いわば中小企業の行政的課業・=ベーパワークの繁雑さ，その
代償のゆゆしさ．＝中小企業家の苦悩を如実に示しており， 「連邦政府・地方行政当局に対
しては，今後，中小企業向けの新たなる法規や規制を作成するに当た・って注意すべき点な
ど，つまり望ましい中小企業政策樹立に関する基礎的な情報を提供しているなどと多大の
貢献をしている」（〔2〕188ページ）ということが自負され，強調，主張されている丸
9)プライトナーは，このようにスイスにおいては中小企業のペーパーワークの負担軽減
・合理化の方向がめざされてきていることを論じているが，このような傾向はアメリ
カでも最近見られているということもあわせて強調している。かつてアメリカにおい
て，カークー大統領の呼び掛けで“ホワイトハウス中小企業会議”が大々的に開催さ
れたが (1980年1月），その時，中小企業側からの要求の一つにペーパーワークの繁雑
さが，また，担当行政側としても，中小企業側から提出された書類の整理などに追わ
れて本来の中小企業援助施策業務に専念出来ないという問題など，双方から取り上げ
られていたことを思い合わす時，プライトナーの述べていることも理解しうる。ー(5)
・15, 20ペー ジ。
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続いて，プライトナ’ーは，政府以外に中小企業をサボートするところの関連機関などを
挙げている。
1 信用保証協会 (Creditguarantee cooperatives) 
中小企業の銀行借入金の信用保証など中小企業の資金調達面での支援業務を行う私的機
関であるが，それにともなうリスクについては公的セクターも関与しており，現在， 12の
地域に存在している10)。
2 スイス中小企業連合協会.(The Swiss Association of Small and Medium 
Enterprises) 
約200にわたる中小企業分野の個別・専門的中小企業協同組合を全国的レベルで統轄す
るトップレベルの協会である。いわば日本における全国中小企業団体中央会のような存在
と言えよう。
傘下の組合ともども組合員中小企業向けの情報・アドバイス・訓練などの提供を行って
いるが，ほとんどの中小企業は何らかの形で当協会の加入メンバーである。
なお連合協会の方は， トップレベルでの統轄・代表機関という名にふさわしく，傘下の
組合員の良き代弁者 (toppolitical lobbyist)として政治的成果を挙げている。
3 スイス中小企業研究所
すでに見てきたように，プライトナー自身所長を務めている研究所で，唯一，大学に設
置されたところの中小企業専門調査・研究機関である。理論的・アカデミックであるとと
もに実態分析などの面において，国際的に見ても，関連の学会はもとより，中小企業，政
府行政をはじめ関連指導機関に対する貢献については今さら多言を必要としないであろ
う。（〔2〕188ペー ジ）
以上のように，スイスにおける中小企業は，政府行政（公的）をはじめ，私的にも指導
・育成機関によってサボートされてきており，プライトナーの言葉を借りれば， 「中小企
10)このように，中小企業向けの私的指導・育成機関の役割が公的機関に支えられて積極
化してきていることなどは，最近のヨーロッパにおいて見られる傾向とも言えよう。
たとえばオランダにおいても，従来，政府関連行政機関（中,]ヽ企業研究所・中小企業
中央会）が直接，中小企業向けの資金援助を行ってきたのが，当今では，民間コンサ
ルクント会社にこれらの業務を委託・移管するようになってきている。それは，民間
レベルの方がいわゆるビューロクラシー的でなく，効率的で，中小企業側としても気
軽に相談を持ちかけやすいということ，行政側にとっても業務の軽減化・合理化とい
うメリット以上に，これらのいわば知的ニューサービス業の経営基盤を支持すること
にもなっているからである。一〔7〕，〔6〕祁~28ペー ジ。 ． 
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業をめぐる“環境”は幸運である」（〔2〕188ページ）と言えよう。
そこで，プライトナーは，これらスイス中小企業の経営の現況について論を進めている。
(4) スイスにおける中小企業経営の現況
さて，プライトナーは，彼の研究所が最近行った中小企業経営に関する実態調査は興味
深い結果を示しているという事実を披蓋している。
1 雇用経営者の方がオーナーマネジャーよりも極めて高度のレベルの企業家精神・イ
ニシアティブを有しているということ。一ーたとえば，雇用経営者は単に現行の企業経営
・プログラムのみならず将来の企業目標についても積極的態度を示している。彼の言によ
れば，本調査は，「雇用経営者はオーナーマネジャーに比べてやはり企業経営に対するモ
チベーションは低いという従来からの通念をくつがえすところの結果をもたらすことにな
った」（〔2〕189ページ）のである。
2 若年にしてかつ専門的訓練を受けたマネジャーの方が革新的精神も一層旺盛である
ということ。一一高度の資格を有している企業経営者は適切な方策によって柔軟に対応し
ようという積極的姿勢を示している。
3 大企業の方が中小企業よりも一層“ダイナミッ．ク”であるということ。一ー最近の
数年間において，投資計画・成長率•生産プログラムの変更等々，数多くの分野で明確に
なってきている。
4 このように大企業の方がよりダイナミックであるにもかかわらず，なお中小企業の
方がしばしば有利であるということ。一ー相対的に見て，中小企業のなかには販売•投資
などにおいても明らかに高収益を保持しているものが存在している。
このように見てくると， 5 中小企業，ことに規模が小さくなればなるほど，企業経営
の成功＝存続•発展のための最も重要なキーファクターは，雇用経営者であろうとオーナ
ーマネジャーであろうと，人材であるということ。
プライトナーは，「おそら＜．日本においてもそうであろう」と力説し， 中小企業におけ
る革新的企業家精神に富んだ人材の必要性を強調している（〔2〕189ペー ジ）。
要するに，企業を成功に導くための“経営者~(the•boss)が果たすべき役割は決定的
に重要であり一ーややもすればこの問題は軽視されがちであるが一ー， この問題はさら
に，これら経営者の後継問題，ことにオーナーマネ/ゞャーの場合などいわば一人のオ腕に
企業経営がゆだねられているので，その企業は誰に引き継がれていくのかという問題が重
視されねばならないということも強調指摘されている。
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そこで，プライトナーはまた関連の調査結果によって論を進めている。
• まず，中小企業経営者が後継者を有しているかということに関しては，現役の経営者の
病気とか不慮の事故によって後継者が当然必要とされる場合についてはたいてい準備され
']']'] 
考慮されていないということが，
ているが，現役経営者のいわばノーマルな引退に際しての後継者についてはあまり深刻に
ヨーロッパにおける一般的な傾向として現れている（表
1~7) 。
では，中小企業者を動機づける目標とは何であるかという問題であるが，これに関して
は以下のような調査結果が得られている（表1-8)。
表1-7 企業に対する後継者の有無
後継者有りと回答したもの彩 なしと回答した
家族による 仲間による もの彩
地域l全国け・ず 地域I全国比マ 地域I全国けスロ
規よ則るなど計画的引退に 27.5 22.6 26:4 8.5 15.8 17.5 64;0 61. 6 56.1 
早期引退による 48.8 37.8 42.3 21.1 44.1 38.0 30.1 18.1 19.7 
注）早期引退とは，病気・不慮の事故などによる場合を意味している。
資料： Schlegel, -H.: "Lage und Probleme der gewerblichen Betriebe des Ka-
ntons Appenzell-Ausserrhoden", doctoral thesis HSG, Gais 1987, 310p. 
出所） 〔2〕189ページの Tab.7。
表 1-~
個人的目標
現実および潜在的企業家および従業者の個人的目標
現実の
企業家
潜在的企業家
I 創業者 後継者 従業者
自主的決定権・独立志向
自己のアイデアの開発と実現化
自己責任における課業達成
個人的能力と技能の発揮
多様．な活動
高度の専門的評価
高収益．
?????? ??? ??
??
注）数値は目標• 関心の重要度=1が最も高く，したがって， 5が最も低い。
資料： Baldegger,. U.: "Die Motivation der Grunder gewerblicher Produktions-
unternehmungen", doctoral thesis HSG, Zurich 1988, 266p. 
出所） 〔2〕190ページの Tab.8。
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すなわち，企業家の側では“独立志向性”が最も高く， “収益性”に対するモチベーシ
ョンはあまり重要な要因でないこと，そして，従業者の側では，企業家の意欲と比較すれ
ばおのずから異なるとしても，“自主的な権限での課業達成”といういわば自己の課業に
対する“独立・自主的志向”がやはり高いということがうかがわれる。
このような傾向は欧米において一般的であるということが，この調査結果からも認めら
れるところである11)0 
さて，プライトナーは，中小企業家が“小さくとも一国一城の主• (his own's master) 
をめざすという点では日本もヨーロッパも同様であるとしても， ヨーロッパの方では，そ
れは“経済的地位”でも“自主・独立志向”であるということを強調し，このことについ
て“下請制度"=いわゆる大企業に対する中小企業の下請従属との関連において， 日本の
場合と比較検討している12)。
彼は，スイスも参加しているヨーロッパ8カ国の共同研究をつうじて，中小企業の下請
取引に対する依存度がヨーロッパではいかに低いかということをまず明らかにしている
（表1-9)。
表1-9 ヨーロッパ8カ国＊における中小企業の下請取引に占める割合
下請取引高に占 生 産 グ Jレ プ 数
める％ 1 I 2~4 I 5~9 I 9以上 I合 計
ゼロ 12.1 33.5 9.9 6.2 61. 7 
0~24彩 1.0 8.5 2.9 1. 8 14.2 
25~50% 0.7 2.8 2.1 1.1 ・6. 7 
51~74% 0.3 1.8 0.4 0.2 2. 7 
75%以上 3.7 7.5 2.1 1. 5 14.8 
合計 17.8 54.1 17.4 10.8 I 100.0 
資料： STRATOS-Group : "Strategic orientations of small and medium-sized 
enterprises: a summary of first descriptive results", Brussels (European 
Institute for advanced studies in management) 1987, 130p. 
出所） 〔2〕191ページの Tab.9。注）＊については後述。
11)アメリカにおいては，中小企業を経営するということは“アメリカン・ドリーム”と
して，ある意味において高く評価されてきたことだった。一 (5〕12ペー ジ。
12)同様の鍛点からの比較研究は，西ドイツのシュミット教授によっても行なわれている。
〔8〕16~21ペー ジ。
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彼は，ヨーロッパでは中小企業が単一の取引先に 100彩依存するということは皆無であ
り，下請業者として操業している企業の割合は40彩以下であるということを挙げている。
このように，スイスにおいてはヨーロッパの平均数値とはやや異なるとしても，下請けに
対しては「“過度"(excessive)というよりも“不本意" (reluctance)」（〔幻 191ペー '
ジ）に行っているという評価の方が強いということが強調指摘されている。
そこで，下請制度に関する日本と欧米の相違点などが彼なりに比較検討されている13)。
日本においては「“親子"(Father-son)関係であり，親が決定権をもっており，子供
としては親の庇護のもと＝親離れして自由に行動しえない」， これにひきかえ欧米では
「“兄弟"(Brother-brother)関係であり，兄の方がいかにして共同・協力して行動する
かということを弟と議論するので，弟としても行動をエンジョイしうるのである」と比喩
的に論じている（〔2)191ペー ジ）。
彼は，このような相違は「“良い,.(good),. 悪い"(bad)の問題ではなく，文化的・歴
史的背最の相違による“妥当性"(adequacy or adequateness)の問題である」（〔2〕
191ページ）と論じているのーである。
なお，プライトナーは，スイスの中小企業家の方が西ドイツなどに比較して特に独立志
向性が強い要因として，スイス中小企業における自己資本比率の高さを挙げている（表1
-10)。
しかしながら，「このような企業家的態度は機会を約束するであろうと同時に潜在的危険
性をもたらすであろう」（〔2〕192ページ）とも論じている。
表1.―10総資本に占める自己資本比率
業種例 lスイス
組立・金属加工 70彩
印刷・複写 37 
金属製品製造 31 
資料：表1-3に同じ。
出所） 〔2〕192ページの Tab.10。
西ドイツ
19劣
10 
20 
Iオーストリア 1フィンランド
I .: 彩~戸
13)というのは，他の外国人経済学者，ェコノミスト，あるいは，中小企業研究者たちに
おいてしばしば見受けられているところであるが，いわゆる“日本的下請制度”の特
質・問題点など一一干下請制の本質ともいうべき大企業と中小企業との間の“不等価交換
性”，あるいは，大企業側の下請中小企業側への“シワ寄せ”等々一を十分に理解す
ることは困難であろうという恨みが残らないでもないからである。一〔6〕96ベー ジ。
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彼は，確かに中小企業のニュービジネスチャンスは財・サービスの高級化などと需要の
面で拡大しており，彼らの革新性や効率性は特に将来における高い価値を結果せしめるで
あろうが，「中小企業の成功，失敗を決定する要因はオーナーマネジャーおよび彼の能力
である」（〔2〕192ページ）ということを根本的なものとして強調指摘している。 ． 
すなわち，中小企業においては長期的観点に立ったところの企業戦略をたてることがい
かに重要であるかということなのであるが，・「スイスではわずか14彩の中小企業のみが
“戦略的”である」（〔2〕192ページ）と述べている。彼は，スイスの中小企業が目先のこ
とだけにとらわれていて将来に目を向けていないということを鋭く問題指摘し，それにひ
きかえ，日本の中小企業では長期的展望に立ったところの戦略ー一高い下請依存も経済的
安定が目的であるということなども含めて一ーにウエイトが置かれているということ，こ
のような長期的展望による企業戦略こそ今日の日本経済の国際的成功・繁栄をもたらした
のであると強調して論じるところとなっているのである。
以上，プライトナーはスイスにおける中小企業の役割・現況・問題点などを日本および
欧米などと比較研究・ 分析することによって， 7つのボイントに要約している。
1 中小企業は全企業数の99彩以上を占め，また，全雇用機会の70形以上を提供してい
，る。
2 中小企業を取り巻く環境は一般的に良好である一方で，．対行政義務負担の増大ある
いは高資質の雇用労働者不足という問題などが増大してきている。
3• 中小企業は経済・政治・社会のバックボーンであり，最気変動の安定化や地域的不
均衡などをバランス・調整化せしめる役割を担っている。
4 中小企業は大企業に比べると，消費者個々人のニーズ・需要などに対してより人間
的・柔軟的に対応している；
5 中小企業は財・サービス―ことにサービス化が一層重要になってきている今日，
サービス部門において一ーの提供面においてスイス国民経済に果たす役割・貢献の重要性
も増大してきている。
6 中小企業のリーダーたちの独立志向・欲求は熱烈である。
7 中小企業家は“将来• (future)展望からはほど遠く，“目先"(tomorrow)のこと
しか考えていない。 ((2〕192-193ペー ジ）） ． 
なお，以上のように，本論（〔2〕）においても結論的に強調指摘されているところのス
ィス中小企業の現況・問題性をつうじてその将来性について，彼はかねてより論じてきて
いるので，以下において若干見ておこう。
122 
ハンズJ.プライトナー教授の中小企業問題論（田中） 781 
参考文献
〔1〕Hans J. Pleitner,'Switzerland', Paul Burns and Jim Dewhust (Eds), 
"SMALL BUSINESS IN EUROPE"; Macmillan, 1986, pp. 155~174. 
〔2〕Hans J. Pleitner,'Small Business in Switzerland', 関西大学社会学部『社会学
部紀要』，第21巻第1号， 1989年9月， 177~193ベー ジ。
〔3〕Alfred Gutersohn, "DAS GEWERBE IN DER FREIN MARKTWIRTSCH— 
AFT', Band 1~4, pp. 1290, Berlin, Dunker, Humblot, 1977. 
〔4〕巽信晴「『自由市場経済における中小企業第1巻，中小企業の本質とその仕事
の特性』 (AlfredGutersohn, "DAS GEWERBE IN DER FREIN MARKT-
WIRTSCHAFT", Band 1, Das wesen des Gewerbes und die Eigenart seiner 
Leistungen, pp. 388s.)」， 大阪経済大学中小企業・経営研究所『中小企業季報」
1979, No. 3, 1979年10月， 41~42ペー ジ。
〔5〕拙稿「現代アメリカにおける中小企業をめぐる諸問題と政策課題一「ホワイトハ
ウス中小企業会議1980年」を通じて一ー」，大阪経済大学中小企業・経営研究所『中
小企業季報J1980, No. 1, 1980年4月， 12~26ペー ジ。
〔6〕拙著『情報化の進展と中小企業ー一欧米諸国の現状と課題』，関西大学経済・政治研
究所「調査と資料」第69号（情報産業班） 198吟遵月。
〔7〕拙稿「デヨングの「情報移転論』」（〔6〕24~35ペー ジ）。
〔8〕拙稿「最近における外国人経済学者・中小企業研究者による日本中小企業研究の動
向とその傾向」，大阪経済大学中小企業・経営研究所「中小企業季報J1985, No. 3, 
1~85年11月， 11~21ページ。
123 
